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令和７年度　３月補正予算　会計別一覧表

（単位：千円）

34,829,560 △ 331,636 34,497,924

国民健康保険事業 4,908,567 △ 82,207 4,826,360

介 護 保 険 事 業 5,626,264 0 5,626,264

後期高齢者医療事業 896,639 0 896,639

温 泉 配 湯 事 業 9,977 0 9,977

土 地 取 得 事 業 1,020 0 1,020

駐 車 場 事 業 6,875 0 6,875

高 城 財 産 区 3,393 0 3,393

小 鴨 財 産 区 2,631 0 2,631

北 谷 財 産 区 893 0 893

上 北 条 財 産 区 7,941 0 7,941

11,464,200 △ 82,207 11,381,993

6,438,321 0 6,438,321

52,732,081 △ 413,843 52,318,238

一　般　会　計

特 別 会 計 小 計

企 業 会 計 小 計

合 計

 　　区　　　　　分 補正前の額 補正額  計
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3月6日

基金の状況【令和７年度３月補正】
（単位：千円）

令和６年度末 令和７年度末

現 在 高 積 立 見 込 額 取 崩 見 込 額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

文 化 基 金 3,446 3 3,449

博 物 館 資 料 整 備 基 金 4,423 3 4,426

緑 を 守 り 育 て る 基 金 19,829 9 1,548 18,290

職 員 退 職 手 当 基 金 245,244 733 100,000 145,977

公 共 施 設 等 建 設 基 金 27,317 61 27,378

教 育 振 興 基 金 177,771 576 1,288 177,059

ふ る さ と 農 村 活 性 化 基 金 17,978 7 17,985

若 者 の 定 住 化 促 進 基 金 470,181 413 68,200 402,394

遥かなまち 倉吉 ふる さと 基金 1,634 2 1,636

企 業 立 地 推 進 基 金 11,664 18 11,682

地 域 産 業 振 興 基 金 27,370 21 6,000 21,391

倉吉ふるさと未来づくり基金 771,855 845,353 953,708 663,500 取崩△12,700千円

三 松 奨 学 育 英 基 金 50,543 5,430 5,157 50,816

森 林 環 境 整 備 基 金 37,493 53,518 72,011 19,000 積立△1千円

財 政 調 整 基 金 2,379,442 256,680 860,385 1,775,737 取崩△117,348千円

減 債 基 金 1,468,232 45,243 284,276 1,229,199

計 5,714,422 1,208,070 2,352,573 4,569,919

（単位：千円）

令和６年度末 令和７年度末

現 在 高 積 立 見 込 額 取 崩 見 込 額 見 込 額

Ａ Ｂ C A+B-C

国民健康保険財政調整基金 658,826 27,894 150,000 536,720
積立△176千円
取崩△10,000千円

介 護 保 険 財 政 調 整 基 金 562,334 17,402 0 579,736

公 営 企 業 等 財 政 調 整 基 金 40,715 15 1,559 39,171

高 城 財 産 区 財 政 調 整 基 金 33,810 27 3,365 30,472

土 地 開 発 基 金 22,938 20 1,000 21,958

計 1,318,623 45,358 155,924 1,208,057

区　　　分

令和７年度
補正時における

増減

区　　　分

令和７年度
補正時における

増減
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（千円）

会計
歳入
歳出

款 項 目 大事業 担当課 事業名 ページ 補正額 うち一般財源

一般 歳入 1 - - - 税務 【歳入】市税 6 △ 25,082 △ 25,082

〃 〃 - - - - 税務 【歳入】交付金 6 78,486 78,486

〃 歳出 2 1 10 10 税務 還付金 7 2,000 2,000

〃 〃 7 1 2 3 しごと 企業誘致 7 15,000 15,000

〃 〃 7 1 3 2 観光 地域資源観光活用事業 8 2,800 0

〃 〃 7 1 3 8 観光 観光施設維持管理事業（関金地区） 8 5,500 5,500

〃 〃 3 1 3 7 福祉 自立支援給付事業 9 29,832 7,458

〃 〃 3 1 3 33 福祉 身体障害者更生医療・補装具給付事業 9 4,141 1,036

〃 〃 3 2 1 18
こども
家庭

子育て支援事業 10 25 9

〃 〃 3 2 6 1
こども
家庭

家庭児童相談室運営 10 75 25

〃 〃 4 1 1 18
こども
家庭

妊娠・出産包括支援事業 11 50 18

〃 〃 3 2 1 8
こども
支援

児童健全育成 11 650 218

〃 〃 3 2 2 2
こども
支援

保育所運営（公定価格改定対応等） 12 32,900 22,601

〃 〃 3 2 2 9
こども
支援

病児保育事業 13 50 18

〃 〃 4 1 5 2
健康
推進

がん検診（がん検診委託料） 13 831 831

〃 〃 6 1 5 1
地域
整備

土地改良 14 2,930 △ 70

〃 〃 6 2 2 3
地域
整備

森林基幹道整備 15 2,826 △ 174

〃 〃 10 2 1 2
教育
総務

小学校運営（総務） 16 35,949 191

〃 〃 10 3 1 2
教育
総務

中学校運営（総務） 17 43,347 361

令 和 ７ 年 度 ３ 月 補 正 予 算 事 業 一 覧
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施 策

13

会計 一般 款 1 項 目

国 一般財源

△ 25,082

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

施 策

14～15

会計 一般 款 項 目

国 一般財源

78,486

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 税務課 28_財政の健全性の確保

事 業 名 【歳入】市税 予算説明書ページ

補正予算 市税

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【内訳】
〇法人市民税（現年課税分）
　決算見込額：432,900千円 －　現計予算額：459,000千円　＝　今回補正額：  △26,100千円

〇軽自動車税（環境性能割）
　決算見込額： 15,805千円 －　現計予算額： 14,787千円　＝　今回補正額：     1,018千円

担 当 課 税務課 28_財政の健全性の確保

事 業 名 【歳入】交付金 予算説明書ページ

5,859,342 △ 25,082

【目的・意図】
　法令等に基づく適正な賦課徴収を行い、歳入を確保するもの。

【経過・背景】
　法人市民税は、市内に事業所等を有する法人等が納税義務者となる税目であり、資本金等の額と従業者数に
より算定される均等割額と、国税の法人税額を課税標準とする法人税割で構成されている。
　軽自動車税（環境性能割）は軽自動車購入時に課税される市税であるが、県税である自動車税（環境性能
割）の例により県が賦課徴収を行い、市へ納入することとされている。
　令和７年12月時点における申告状況、及び前年以前の調定金額から決算見込額を算出し、補正を行うもの。

補正予算

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【内訳】
〇利子割交付金
　決算見込額： 10,791千円 －　現計予算額：  4,323千円　＝　今回補正額：    6,468千円
〇配当割交付金
　決算見込額： 49,610千円 －　現計予算額： 32,855千円　＝　今回補正額：   16,755千円
〇株式等譲渡所得割交付金
　決算見込額： 64,620千円 －　現計予算額： 38,741千円　＝　今回補正額：   25,879千円
〇地方消費税交付金（一般財源）
　決算見込額：653,471千円 －　現計予算額：628,108千円　＝　今回補正額：   25,363千円
〇地方消費税交付金（社会保障財源）
　決算見込額：714,711千円 －　現計予算額：683,714千円　＝　今回補正額：   30,997千円
〇環境性能割交付金
　決算見込額： 26,257千円 －　現計予算額： 32,252千円　＝　今回補正額：  △5,995千円
〇法人事業税交付金
　決算見込額： 94,221千円 －　現計予算額：115,202千円　＝　今回補正額： △20,981千円

1,535,195 78,486

【目的・意図】
　県が徴収を行う各種県税の一部を財源として、一定の交付基準に基づき按分し市へ交付されるもの。

【経過・背景】
　令和７年12月時点における交付金の収入状況、及び前年以前の交付金額から決算見込額を算出し、補正を行
うもの。
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施 策

18

会計 一般 款 2 項 1 目 10

国 一般財源

2,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

施 策

24

会計 一般 款 7 項 1 目 2

国 一般財源

15,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 税務課 28_財政の健全性の確保

事 業 名 還付金 予算説明書ページ

補正予算 総務費 総務管理費 諸費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　市税等過誤納還付金及び国県補助金等返還金を支出する。

【内訳】
　還付金
　　決算見込額　 －　現計予算額　 ＝　今回補正額
　　40,032千円 　－   38,032千円　 ＝　 2,000千円

担 当 課 しごと定住促進課 03_安定した雇用の維持と確保

事 業 名 企業誘致 予算説明書ページ

243,129 2,000

【目的・意図】
　適正な税・補助金等の歳入とするため、法令等に基づき、市税等過誤納還付金、還付加算金及び国県補助金
等返還金を支出するもの。
　
【経過・背景】
　市税等過誤納還付金について、確定申告等による調定減に伴う還付が多く発生したため、補正を行うもの。

補正予算 商工費 商工費 商工業振興費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　企業の投資及び雇用の状況が補助要件を達成した事業者に対し、企業立地促進補助金を交付するもの。

【内訳】
　負担金補助及び交付金
　　・企業立地促進補助金　15,000千円（１社）
　　　※決算見込額69,547千円　－　現計予算額54,547千円　＝　今回補正額15,000千円

84,532 15,000

【目的・意図】
　企業立地を促進することで、雇用の創出と若者定住を推進し、地域経済の活性化を図る。

【経過・背景】
　地域における人口減少対策として、雇用の確保は重要なテーマのひとつである。
　企業の投資及び雇用の状況が補助要件に達したことから、企業立地促進補助金として必要な費用を増額補正
するもの。
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施 策

24

会計 一般 款 7 項 1 目 3

国 一般財源

0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

施 策

24

会計 一般 款 7 項 1 目 3

国 一般財源

5,500

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 観光交流課 05_地域資源を活かした観光の振興

事 業 名 地域資源観光活用事業 予算説明書ページ

補正予算 商工費 商工費 観光費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　映画「遥かな町へ」を応援する会への負担金を支出するもの。
　
【内訳】
　負担金補助及び交付金　2,800千円(映画「遥かな町へ」を応援する会負担金）
　※決算見込額35,200千円　－　現計予算額32,400千円　＝　今回補正額2,800千円

【その他】倉吉ふるさと未来づくり基金繰入金　2,800千円

担 当 課 観光交流課 05_地域資源を活かした観光の振興

事 業 名 観光施設維持管理事業（関金地区） 予算説明書ページ

46,527 2,800 2,800

【目的・意図】
　谷口ジロー原作「遥かな町へ」の映画化を通じ、地域の魅力を全国に発信するとともに、地元経済効果や地
域の魅力の再発見などを図る。

【経過・背景】
　谷口ジロー原作「遥かな町へ」の映画化が決定された。
　撮影には中学生を含む多くの市民がエキストラとして参加するだけでなく、地域の方々と出演者、撮影ス
タッフとの交流もあり、映画製作に対し大きな盛り上がりを見せ、今秋の映画公開に向け地域の期待が高まっ
ている。
　また、地域外からも、ふるさと納税を通じた応援が相次いでいる。

補正予算 商工費 商工費 観光費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　高騰する物価、光熱水費等の増額による負担を補填するため、指定管理料の増額を行う。
　
【内訳】
　委託料　せきがね湯命館指定管理料　5,500千円

31,714 5,500

【目的・意図】
　市民の保養と交流、観光振興等に寄与するため、関金地区の観光関連施設の適正な管理運営を行うもの。

【経過・背景】
　せきがね湯命館について、高騰する物価、光熱水費等に対応するため、施設の管理運営経費の補填が必要な
状況となっている。
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施 策

20

会計 一般 款 3 項 1 目 3

国 一般財源

14,916 7,458

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

施 策

20

会計 一般 款 3 項 1 目 3

国 一般財源

2,070 1,036

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 福祉課 08_障がい者の社会参加と自立促進

事 業 名 自立支援給付事業 予算説明書ページ

補正予算 民生費 社会福祉費 障がい者福祉費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　障がいのある方に対し、自立支援給付費として、扶助する。

【内訳】
　扶助費　29,832千円　自立支援給付費（ 決算見込額 1,619,168千円 － 現計予算額 1,589,336千円 ）

【国】自立支援給付費負担金　14,916千円（補助率1/2）
【県】自立支援給付費負担金　 7,458千円（補助率1/4）

担 当 課 福祉課 08_障がい者の社会参加と自立促進

事 業 名 身体障害者更生医療・補装具給付事業 予算説明書ページ

1,589,336 29,832 7,458

【目的・意図】
　障がい者の能力及び適正に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう事業を実施し、障
がい者等の福祉の増進を図るとともに、安心して暮らすことができる地域社会の実現を目的とするもの。

【経過・背景】
　障がい者等が自己の有する能力及び適正に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、
必要な障害福祉サービスを提供しているところであるが、令和７年12月時点における執行状況から決算見込額
を算出し、給付費の増額補正を行うもの。

補正予算 民生費 社会福祉費 障がい者福祉費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
・補装具費を給付する。
　
【内訳】
　扶助費　4,141千円　補装具給付費（ 決算見込額 13,141千円 － 現計予算額 9,000千円 ）

【国】自立支援給付費負担金　身体障害児・者補装具給付費負担金　 2,070千円（補助率1/2）
【県】自立支援給付費負担金  身体障害児・者補装具給付費負担金　 1,035千円（補助率1/4）

75,224 4,141 1,035

【目的・意図】
　障がいのある方等の失われた身体機能を補完・代替えする補装具の購入又は修理に係る費用の一部を支給
し、日常生活や社会生活の効率向上を図るもの。

【経過・背景】
　令和７年12月時点における給付の申請状況を踏まえ、増額補正を行うもの。

9



施 策

20

会計 一般 款 3 項 2 目 1

国 一般財源

8 9

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

施 策

22

会計 一般 款 3 項 2 目 6

国 一般財源

25 25

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 こども家庭センター 07_子育て支援の充実

事 業 名 子育て支援事業 予算説明書ページ

26,087 25 8

【目的・意図】
　子育ての負担感の緩和を図り、安心して子育て・子育ちができる環境を整備するため、子育て支援拠点とし
て子育て支援センターを設置し、運営するもの。

【経過・背景】
　国において、令和７年度保育関係補正予算が成立し、このうち子育て支援施設について、物価高騰の中でも
安定的な事業運営を継続できるように、令和７年度限りの特例加算が創設されたことから、民間の子育て支援
センターに対して支援を行うもの。

補正予算 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

補正予算 民生費 児童福祉費 家庭児童相談室費

事 業 名 家庭児童相談室運営 予算説明書ページ

【事業内容】
　国の交付金を活用し、社会福祉法人が設置する子育て支援センターに対して、運営費の一部を支援するも
の。
　　対象施設等
　　　市内で子育て支援センターを実施する事業者（１施設）
　　支援策
　　　事業運営にかかる経費の一部を支援（１施設あたり25千円）

【内訳】
　地域子育て支援センター事業委託料　　25千円
　　算出根拠：１施設　×　25千円　＝　25千円

【国】子ども・子育て支援交付金　8千円
【県】子ども・子育て支援交付金　8千円

【国】子ども・子育て支援交付金　25千円
【県】子ども・子育て支援交付金　25千円

【事業内容】
　国の交付金を活用し、民間の子育て短期支援事業者に対して、運営費の一部を支援するもの。
　　対象施設等
　　　市内で子育て短期支援事業を実施する事業者（３施設）
　　支援策
　　　事業運営にかかる経費の一部を支援（１施設あたり25千円）

【内訳】
　子育て支援短期利用事業委託料　　75千円
　　算出根拠：３施設　×　25千円　＝　75千円

【目的・意図】
　家庭における適正な児童の養育、その他児童のいる家庭の福祉の向上を図るため、子どもに関わる各種関係
機関と連携する中で、相談業務、乳児の全戸訪問、支援が必要な家庭への養育支援訪問及び子育て支援短期利
用事業等を実施するもの。

【経過・背景】
　国において、令和７年度保育関係補正予算が成立し、このうち子育て支援施設について、物価高騰の中でも
安定的な事業運営を継続できるように、令和７年度限りの特例加算が創設されたことから、民間の子育て短期
支援事業者に対して支援を行うもの。

5,372 75 25

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

担 当 課 こども家庭センター 07_子育て支援の充実

10



施 策

22

会計 一般 款 4 項 1 目 1

国 一般財源

16 18

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

施 策

21

会計 一般 款 3 項 2 目 1

国 一般財源

216 218

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

衛生費 保健衛生費 保健衛生総務費

事 業 名 妊娠・出産包括支援事業 予算説明書ページ

担 当 課 こども家庭センター 07_子育て支援の充実

担 当 課 こども支援課 07_子育て支援の充実

事 業 名 児童健全育成 予算説明書ページ

【国】子ども・子育て支援交付金　16千円
【県】子ども・子育て支援交付金　16千円

【事業内容】
　国の交付金を活用し、民間の産後ケア事業者に対して、運営費の一部を支援するもの。
　　対象施設等
　　　市内で産後ケアを実施する事業者（２施設）
　　支援策
　　　事業運営にかかる経費の一部を支援（１施設あたり25千円）

【内訳】
　産後ケア事業委託料　　50千円
　　算出根拠：２施設　×　25千円　＝　50千円

【目的・意図】
　育児不安の早期解消と児童虐待等の未然防止を図るため、妊娠期から出産後までの心身共に不安定になりが
ちな妊産婦を総合的に支援するもの。

【経過・背景】
　国において、令和７年度保育関係補正予算が成立し、このうち子育て支援施設について、物価高騰の中でも
安定的な事業運営を継続できるように、令和７年度限りの特例加算が創設されたことから、民間の産後ケア事
業者に対して支援を行うもの。

14,720 50 16

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

補正予算

補正予算 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　国の交付金を活用し、民間の放課後児童クラブの運営事業者に対して、運営費の一部を支援するもの。
　　対象施設等
　　　市内放課後児童クラブを運営する事業者（10事業者・12施設・支援の単位13）
　　支援策
　　　事業運営にかかる経費の一部を支援（１支援の単位あたり50千円）

【内訳】
　放課後児童健全育成事業委託料　　650千円
　　算出根拠：13支援の単位　×　50千円　＝　650千円

【国】子ども・子育て支援交付金　216千円
【県】子ども・子育て支援交付金　216千円

157,491 650 216

【目的・意図】
　日中、労働等により保護者が家庭にいない小学生の健全な育成を図るため、授業の終了後に児童厚生施設等
を利用して適切な遊び及び生活の場を与える事業を委託するもの。

【経過・背景】
　国において、令和７年度保育関係補正予算が成立し、このうち子育て支援施設について、物価高騰の中でも
安定的な事業運営を継続できるように、令和７年度限りの特例加算が創設されたことから、民間の放課後児童
クラブ運営事業者に対して支援を行うもの。

11



施 策

21

会計 一般 款 3 項 2 目 2

国 一般財源

3,499 22,601

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 こども支援課 07_子育て支援の充実

事 業 名 保育所運営（公定価格改定対応等） 予算説明書ページ

補正予算 民生費 児童福祉費 保育所費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　民間保育所、認定こども園の運営法人に対する委託料、負担金

【内訳】
　委託料
　　一時保育促進事業委託料　25千円
　　　※決算見込額14,058千円－現計予算額14,033千円＝25千円
　　　　臨時加算：１施設×25千円＝25千円
　　延長保育促進事業委託料　375千円
　　　※決算見込額21,838千円－現計予算額21,463千円＝375千円
　　　　臨時加算：15施設×25千円＝375千円
　　保育所運営委託料　14,500千円
    　※決算見込額916,921千円－現計予算額902,421千円＝14,500千円
　　　　うち臨時加算：10施設×100千円＝1,000千円
　
　負担金補助及び交付金
　　認定こども園施設型給付費負担金　18,000千円
　　　※決算見込額827,501千円－現計予算額809,501千円＝18,000千円
　　　　うち臨時加算：６施設×100千円＝600千円

【国】保育所運営費負担金　3,366千円　　子ども・子育て支援交付金　133千円
【県】保育所運営費負担金　4,408千円　　子ども・子育て支援交付金　133千円
　　　施設型給付費補助金　2,259千円

1,747,418 32,900 6,800

【目的・意図】
　家庭において十分に保育することができない児童を、家庭の保護者にかわって保育し、通所児童の心身の健
全な発達を図るもの。

【経過・背景】
　令和７年人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定に準じて人件費等の公定価格が改定されたこと、及び年度
末までの民間保育所、認定こども園への入所児童数等に変更が見込まれることから、決算を見込み補正を行う
もの。
　また、国において、令和７年度保育関係補正予算が成立し、このうち保育施設について、物価高騰の中でも
安定的な事業運営を継続できるように、令和７年度限りの臨時加算が創設されたことから、民間の保育施設に
対して支援を行うもの。

12



施 策

21

会計 一般 款 3 項 2 目 2

国 一般財源

16 18

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

施 策

23

会計 一般 款 4 項 1 目 5

国 一般財源

831

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 こども支援課 07_子育て支援の充実

事 業 名 病児保育事業 予算説明書ページ

補正予算 民生費 児童福祉費 保育所費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　国の交付金を活用し、民間の病児・病後児保育事業者に対して、運営費の一部を支援するもの。
　　対象施設等
　　　市内で病児・病後児保育施設を運営する事業者（２施設）
　　支援策
　　　事業運営にかかる経費の一部を支援（１施設あたり25千円）

【内訳】
　病児・病後児保育事業委託料　　50千円
　　算出根拠：２施設　×　25千円　＝　50千円

【国】子ども・子育て支援交付金　16千円
【県】子ども・子育て支援交付金　16千円

担 当 課 健康推進課 11_健康づくりの推進

事 業 名 がん検診（がん検診委託料） 予算説明書ページ

21,332 50 16

【目的・意図】
　育児と就労等の両立支援を図るため、保育所等に入所している園児のうち、病気にかかっている乳幼児やそ
の回復期にある乳幼児の保育を専用の保育室で継続して実施するもの。

【経過・背景】
　国において、令和７年度保育関係補正予算が成立し、このうち子育て支援施設について、物価高騰の中でも
安定的な事業運営を継続できるように、令和７年度限りの特例加算が創設されたことから、民間の病児・病後
児保育事業者に対して支援を行うもの。

補正予算 衛生費 保健衛生費 健康増進費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　がん検診（胃・肺・大腸・子宮・乳・前立腺）を実施する。

【内訳】
　委託料（がん検診委託料）　 831千円
　※決算見込額 83,000千円 － 現計予算額 82,169千円 ＝ 831千円

82,169 831

【目的・意図】
　がんを早期に発見し早期治療につなげるため、がん検診を実施するもの。

【経過・背景】
　決算見込みにより増額補正を行うもの。

13



施 策

23

会計 一般 款 6 項 1 目 5

国 一般財源

△ 70

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 地域整備課 24_都市と自然・歴史・文化が調和した拠点連携型のまちづくりの推進

事 業 名 土地改良 予算説明書ページ

補正予算 農林水産業費 農業費 農地費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　鳥取県が事業主体となって行う土地改良事業について、倉吉市分として負担金を支出するもの。

【内訳】
　負担金補助及び交付金　2,930千円

　・県営土地改良事業負担金（通常分）△1,560千円
  （北条用水地区）決算見込額 8,840千円 － 現計予算額 10,400千円 ＝ △1,560千円

　・県営土地改良事業負担金（国補正分）4,490千円
　（北条用水地区）1,300千円
　（双子地区）　　3,190千円

【地方債】土地改良事業債　3,000千円
　　　　・県営事業負担金（通常分）　決算見込額 7,900千円 － 現計予算額 9,300千円 ＝ △1,400千円
　　　　・県営事業負担金（国補正分）4,490千円×充当率100％ ≒ 4,400千円

137,348 2,930 3,000

【目的・意図】
　農地の保全及び農業経営の発展のため、農業生産の基盤となる農地や農業用用排水施設、農道など土地改良
施設の適正な整備、維持管理のため、計画的に改修し長寿命化を図るもの。

【経過・背景】
　県営土地改良事業について、国の補正を活用し令和８年度事業の一部を前倒して実施するとともに、決算見
込額に合わせて補正するもの。

14



施 策

24

会計 一般 款 6 項 2 目 2

国 一般財源

△ 174

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 地域整備課 24_都市と自然・歴史・文化が調和した拠点連携型のまちづくりの推進

事 業 名 森林基幹道整備 予算説明書ページ

補正予算 農林水産業費 林業費 林業振興費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　鳥取県が整備する林業専用道富海福山線開設事業について、倉吉市分として負担金を支出するもの。

【内訳】
　負担金補助及び交付金　2,826千円

　・林業専用道整備事業費負担金（通常分）
  （富海福山線）決算見込額 3,738千円 － 現計予算額 6,382千円 ＝ △2,644千円

　・林業専用道整備事業費負担金（国補正分）
　（富海福山線）5,470千円

【地方債】林道整備事業債　3,000千円
　　　　・県営事業負担金（通常分）　決算見込額 3,300千円 － 現計予算額 5,700千円 ＝ △2,400千円
　　　　・県営事業負担金（国補正分）5,470千円×充当率100％ ≒ 5,400千円

6,382 2,826 3,000

【目的・意図】
　森林整備の基礎となる骨格的な林道を開設し、民有林の合理的な管理経営及び公益的機能の維持増進を図
り、地域振興に寄与し山林及び林業の活性化の推進を図るもの。

【経過・背景】
　林業専用道富海福山線開設事業について、国の補正を活用し令和８年度事業を前倒して実施するとともに、
決算見込額に合わせて補正するもの。

15



施 策

25

会計 一般 款 10 項 2 目 1

国 一般財源

10,158 191

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

担 当 課 教育総務課 13_生きる力を育む学校教育の充実

事 業 名 小学校運営（総務） 予算説明書ページ

354,338 35,949 25,600

【目的・意図】
　倉吉市が設置する小学校を管理運営するため、効率的な学校運営及び学校機能の保全を図るとともに、児
童・教職員に良好な教育環境を確保するもの。

【経過・背景】
　令和８年度計画の事業を、国の令和７年度補正予算を活用して前倒して実施するもの。
　防犯カメラ設置については令和６年度に全ての学校の設置は完了したが、より安心安全な環境を整えるため
増設・更新を行うもの。特別教室空調整備については年次的に設置しており、令和８年度に小学校は上灘小学
校調理室及び社小学校家庭科室を計画している。

補正予算 教育費 小学校費 学校管理費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県 地方債 その他

【事業内容】
　防犯カメラの増設及び特別教室空調設置により、安心安全な教育環境を整備する。
　　防犯カメラ　西郷小学校：３台増設、１台更新　　明倫小学校：４台増設、１台更新
　　特別教室エアコン　上灘小学校：調理室(１階）　社小学校：家庭科室(１階)

【内訳】
　委託料　　10,330千円
　　設計業務委託料　7,233千円
　　　小学校防犯カメラ設置工事設計業務（西郷小・明倫小）　3,363千円
　　　上灘小学校調理室エアコン整備工事設計業務　　　　　　1,935千円
　　　社小学校家庭科室エアコン整備工事設計業務　　　　　　1,935千円
　　監理委託料　　　3,097千円
　　　小学校防犯カメラ設置工事監理業務（西郷小・明倫小）　1,415千円
　　　上灘小学校調理室エアコン整備工事監理業務　　　　　　　819千円
　　　社小学校家庭科室エアコン整備工事監理業務　　　　　　　863千円
　工事請負費　　　 25,619千円
　　整備工事　　   25,619千円
　　　小学校防犯カメラ設置工事（西郷小・明倫小）　 11,330千円
　　　上灘小学校調理室エアコン整備工事　　　　　　　6,919千円
　　　社小学校家庭科室エアコン整備工事　　　　　　　7,370千円

【国】学校施設環境改善交付金　10,158千円
【地方債】学校施設整備事業債　25,600千円
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施 策

25

会計 一般 款 10 項 3 目 1

国 一般財源

10,686 361

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の目的・意図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業の概要（積算根拠　等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主な特定財源（名称、金額　等）

地方債 その他

担 当 課 教育総務課 13_生きる力を育む学校教育の充実

事 業 名 中学校運営（総務） 予算説明書ページ

【事業内容】
　防犯カメラの増設及び特別教室空調設置により、安心安全な教育環境を整備する。
　　防犯カメラ　東中学校：１台増設、５台更新　　鴨川中学校：５台増設、２台更新
　　特別教室エアコン　東中学校：被服室(２階）　河北中学校：被服室(３階)

【内訳】
　委託料　　　　　 11,623千円
　　設計業務委託料　8,026千円
　　　中学校防犯カメラ設置工事設計業務（東中・鴨川中）　　3,744千円
　　　東中学校被服室エアコン整備工事設計業務　　　　　　　2,141千円
　　　河北中学校被服室エアコン整備工事設計業務　　　　　　2,141千円
　　監理委託料　　  3,597千円
　　　中学校防犯カメラ設置工事監理業務（東中・鴨川中）　　1,697千円
　　　東中学校被服室エアコン整備工事監理業務　　　　　　　　950千円
　　　河北中学校被服室エアコン整備工事監理業務　　　　　　　950千円
　工事請負費　　　 31,724千円
　　整備工事　　　 31,724千円
　　　中学校防犯カメラ設置工事（東中・鴨川中）　　 14,520千円
　　　東中学校被服室エアコン整備工事　　　　　　　　8,547千円
　　　河北中学校被服室エアコン整備工事　　　　　　　8,657千円

【国】学校施設環境改善交付金　10,686千円
【地方債】学校施設整備事業債　32,300千円

107,768 43,347 32,300

【目的・意図】
　倉吉市が設置する中学校を管理運営するため、効率的な学校運営及び学校機能の保全を図るとともに、生
徒・教職員に良好な教育環境を確保するもの。

【経過・背景】
　令和８年度計画の事業を、国の令和７年度補正予算を活用して前倒して実施するもの。
　防犯カメラ設置については令和６年度に全ての学校の設置は完了したが、より安心安全な環境を整えるため
増設・更新を行うもの。特別教室空調設置については年次的に整備しており、令和８年度に中学校は東中学校
被服室及び河北中学校被服室を計画している。

補正予算 教育費 中学校費 学校管理費

補正前 補正額（千円） 左の
財源内訳

県
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令和７年度３月補正予算　債務負担行為の限度額の算出根拠

事 項 期 間 限 度 額 算 出 根 拠

周遊滞在型観光地創造
事業（ポップカル
チャーによる観光客等
誘致業務委託料）

令和７年度
～

令和８年度
7,244

　ひなビタ♪の舞台である架空のまち「倉野川
市」との姉妹都市提携が、令和８年４月１日に
10周年を迎えることから、これを記念した企画
を実施するため、債務負担行為を設定するも
の。

（内訳）
令和７年度　　　0千円
令和８年度　7,244千円

周遊滞在型観光地創造
事業（倉吉ひなビタ♪
応援団補助金）

令和７年度
～

令和８年度
1,200

　ひなビタ♪の舞台である架空のまち「倉野川
市」との姉妹都市提携が、令和８年４月１日に
10周年を迎えることから、これを記念した倉吉
ひなビタ♪応援団による企画を実施するため、
債務負担行為を設定するもの。

（内訳）
令和７年度　　　0千円
令和８年度　1,200千円
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